
 

 

 

1．域内総

2017 年度成長

当会は、九

内総生産実質

この率は、全

＋1.1％）や政

2017 年度の

じて前年度比

の復興に向け

１）。また、復

全国を上回っ

円安による輸

2017 年度の

実な持ち直し

して、経済の

 

図１ 実質成

資料）内閣府「県民
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総生産：全国

長率は 1.9％

九州（沖縄県含

質成長率を前年

全国の民間予測

政府見通し（同

の経済成長は突

比プラスに振れ

た公共投資の

復興需要に伴っ

て推移する。

輸出環境の改善

の九州経済見通

しを見込むもの

下振れリスク

長率の需要項目

民経済計算」、九経調推

 

17 年度九州経

２％に迫

国を上回る

を予想 

含む、以下同様

年度比＋1.9％と

測（シンクタン

＋1.5％）を上

突出した項目こ

れる。その中で

増加が成長率

って民間住宅投

加えて、世界

善も成長要因と

通しは、内外需

のの、「人手不足

になることを

目別寄与度（九州

推計・予測 

経済の見通し

迫る成長

1.9％成長

様）の 2017 年

と予測する（表

ンク 10 社平均

回るものであ

こそないものの

も、熊本地震

率を下支えする

投資や政府消

経済の持ち直

なる。 

要の拡大によ

足」が供給制

織り込んだ。

州、前年度比）

長 

長  

年度域

表１）。

均：同

る。 

の、総

震から

（図

費も

直しや

る着

約と

 

表１

注）1

2

3

～9 月

4

域

鉱

国

鉱

九
州
・
沖
縄

全
国

年度

公益財団

 2017 年度九州

1．九州は 2005 年基準

2．網掛け個所は実績

3．2016・17 年度の国

月期 2 次 QE 後改定値

4．2016 年度の前回予

域内総⽣産（固定基準年⽅式

⺠間消費
⺠間住宅投資
⺠間企業設備投資
政府消費
公共投資
純移輸出（寄与度）

鉱⼯業⽣産指数（九州7県

国内総⽣産（連鎖⽅式）

⺠間消費
⺠間住宅投資
⺠間企業設備投資
政府消費
公共投資
純輸出（寄与度）

鉱⼯業⽣産指数

度

団法人九州経済

州経済見通し（

準、全国は 2011 年基

績値、その他は推計・

国内総生産は民間シン

値） 

予測は 2016 年 9 月 15

2013 2014
(実績) (推計)

式） 1.8 ▲ 1.3
4.1 ▲ 4.1

13.5 ▲ 10.3
9.6 0.1
0.9 0.4

13.5 ▲ 0.3
▲ 1.2 1.1

） ▲ 3.3 2.8

2.6 ▲ 1.0
2.7 ▲ 2.7
8.3 ▲ 9.9
7.0 2.5
1.7 0.4
8.6 ▲ 2.1

▲ 0.5 0.5
▲ 0.8 2.1

2016 年

済調査協会 調

実質、前年度比

基準   

予測値  

ンクタンク 10 社の予

5 日発表の改定値

2015
(推計) 前々回 前回

0.9 1.8
▲ 0.6 1.0 0

3.0 6.5 9
1.5 4.2 3
1.1 0.8 2

▲ 7.7 ▲ 3.3 5
0.8 0.7 ▲ 0
1.5 3.0 ▲ 2

1.3 1.5 0
0.5 1.7 0
2.7 5.0 5
0.6 3.9 0
2.0 0.9

▲ 2.0 ▲ 1.6 2
0.2 ▲ 0.1 ▲ 0

▲ 1.2 3.1 0

2016

1

 

12 月 26 日 

調査研究部 

比） 

予測値平均（2016 年

（単位：%、%pt）

2017
回 改訂版 (予測)

1.3 1.3 1.9
0.5 0.6 0.6
9.4 9.4 2.4
3.0 3.0 2.1
2.1 2.1 1.3
5.7 4.5 6.7
0.3 ▲0.3 0.5
2.0 ▲ 0.1 3.8

0.8 ・・・ 1.1
0.7 ・・・ 0.8
5.6 ・・・ -1.8
0.3 ・・・ 2.0
1.6 ・・・ 1.1
2.8 ・・・ 3.5
0.1 ・・・ 0.2
0.1 ・・・ 3.1

（予測）
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2．民間消

足下の消費は

2016 年度の

税の延期によ

留まったが、

なった。 

2016 年度は

低下してレジ

に消費が落ち

害時に比べる

えば、消費活動

計動向関連現

比▲14.4pt の

下した。しか

ら 3 ヵ月後の

に全国を上回

目である 50 に

時にも同様の

ときは直接の

が震災前の水

 

図２ 景気ウ

注）原数値 

資料）内閣府「景気

 

賃金は上昇す

2017 年度の

と考え、全国よ

円安、原油高

部に下振れリ

景に所得環境

と考えられる

費：16 年度

は持ち直し 

の民間消費（民

よる駆け込み需

それでも 3 年

は、4 月に熊本

ジャー関連の支

込んだ。しか

と比較的早期

動の先行きを

現状判断 DI(原数

31.3 と 2011 年

し、その後は

7 月調査では

回って推移した

に達している

消費マインド

の被害がなかっ

水準に復帰する

ォッチャー調査

気ウォチャー調査」 

するも、人手

の民間消費は引

より 0.2%pt 低

によるコスト

スクも認めら

境は緩やかなが

ためである。

 

度に引き続

民間最終消費支

需要の消失から

ぶりに前年度

地震が発生し

支出が控えられ

かし、消費マイ

期に回復したと

示す景気ウォ

数値)は、地震

年東日本大震

急速な持ち直

は震災前の水準

たのち、11 月に

（図 2）。九州

ドの低下を経験

ったにも関わら

のに震災後 4

査家計動向関連現

手不足がキャ

引き続き緩やか

い、前年度比 0

プッシュ型の

れるが、逼迫

がらも持ち直す

 

続き＋0.6%

支出）は、消費

ら緩やかな伸

比でプラス成

、消費マイン

れたために、一

ンドは過去の

考えられる。

ッチャー調査

後 4 月調査で

災以来の水準

しをみせ、地

準を取り戻し、

は好不況の分

は、東日本大

験しているが、

らず、現状判断

ヵ月を要して

現状判断 DI 

ップに 

かに持ち直す

0.6％増と見込

物価上昇など

する労働市場

す動きが継続

%  

費税増

びに

長と

ドが

時的

大災

たと

査の家

前月

準に低

地震か

さら

分かれ

大震災

この

断 DI

いる。 

 

もの

込む。

ど、一

場を背

する

所

額(

ずか

の上

同 4

併せ

一

した

劣り

を中

者数

注) 雇

数（持

資料）

 

資料）

な

倍率

と、

供給

すで

図

図

所得環境からみ

１人当たり実質

かではあるが前

上昇は同+0.7%

4.5％上昇して

せた一人当たり

一方、全国の雇

たがって、九州

りする点は否め

中心に雇用者数

数が同▲0.4%と

雇用者報酬総額は、現

持家の帰属家賃を除く

厚生労働省・各県

厚生労働省・福岡県

なお、この間も

率も史上最高水

雇用者数の減

給力の制約によ

でに九州は完全

図３ 実質雇用者

図４ 雇用者数の

みると、2016 年

質賃金×雇用者

前年を上回って

%に留まってい

ているため、所

りの実質賃金が

雇用者所得総額

州の雇用者所得

めない(図 3)。

数が増加してい

と減少している

現金給与総額に労働者

く総合）による 

「毎月勤労統計調査」

県「毎月勤労統計調査

も、九州では失

水準にまで上昇

減少は労働需要

よるものだと考

全雇用水準に達

者報酬総額（九

の推移（前年同

年 4-9 月の実質

者数)は前年比

て推移している

いるものの、賞

所定内給与、賞

が 1.4％上昇し

額は同 2.2％増

得の増勢は全国

それは、全国

いるのに対し、

るためである(

者数を乗じたもの。実

」 

査」 

失業者数が減少

昇しているこ

要の減退による

考えられる(図

達し、労働供給

九州、前年比） 

同月比） 

2

質雇用者所得総

1.0％増と、わ

る。所定内給与

賞与や一時金が

賞与・一時金を

ている。 

増加している。

国と比べると見

国では非製造業

九州では雇用

図 4)。 

実質化は消費者物価指

少し、有効求人

ことから考える

るものではなく

5)。つまり、

給力が雇用者所

総

わ

与

が

を

見

業

用

 

指

 

人

る

く、

所



 

 

得総額、ひい

 

資料) 厚生労働省「職

 

ただし、逼

後も高い水準

本銀行「九州

観)」により中

がなされ、前

2016 年 8 月に

で、最低賃金

置を盛り込む

る企業のすそ

 

下振れリスク

消費者物価

消費者物価指

して前年を上

いる。企業物価

入れ価格判断

pt の 12、先行

幅が拡大して

今後も、OP

価格の持ち直

ともに上昇す

ただし、原油

ス・シェール

は比較的小さ

 

図５ 有効求

ては消費のキ

職業安定業務統計」、

迫した労働需

準を維持するも

・沖縄短期経済

中堅・中小企業

年を上回るこ

に決定した経済

引上げや賃上

むなど政策的な

野は徐々に拡

クは物価要因

価は足下、上昇

指数(食料及びエ

上回っており、

価については、

断 DI」をみると

行きも＋5%pt の

いる。 

EC(石油輸出国

直しや円安を背

するために、消

価格の上昇に

オイルが採算

いとみるのが

求人倍率と失業率

 

ャップになっ

総務省「労働力調査

需給を背景に、

のと考える。

済観測調査(以

においても企

とが確認でき

済対策や 2017

げした中小企

後押しもあり

拡大していくで

因 

の兆しをみせ

エネルギーを除

10 月は前月比

、九州・沖縄短

と、12 月は全産

の 17 となって

国機構)の減産

背景に、輸入物

費の伸びを鈍

より、代替品

ラインに達す

適切であろう

率（前年同月比

ている状態に

査」 

賃金上昇圧力

2016 年 12 月

以下、九州・沖

業業績の上方

た。さらに政

年度税制改革

業に対する減

、給与を引き

であろう。 

ている。2016

除く総合)は、

比＋0.3％とな

短観（12 月）の

産業で前期比＋

ており、「上昇

合意を受けた

価、企業内物

らせるとみら

であるシェー

するため、上昇

。 

比） 

ある。 

 

は今

の日

縄短

方修正

政府も

革の中

減税措

上げ

年の

一貫

って

の「仕

＋4％

昇」超

原油

物価が

れる。

ルガ

昇余地

3．

足下

20

金利

は、

とな

あり

10 月

て、

相続

実需

 

注）寄

資料）
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20

も 4

りマ

は 2

徐々

じる

スと

度の

に増

で、

来高

一定

図

住宅投資

下はマイナス

016 年度の住宅

利政策を受けて

2016 年 9 月が

なっている。全

り、全国よりも

月の内訳をみ

貸家が同+36.4

続税対策目的と

需を上回って増

寄与度別 
国土交通省「住宅着

17 年度は、復

017 年度の見通

4.2%pt 高い同＋

マイナス金利政

2017 年度には

々に縮小し、20

る可能性が高い

となるだろう。

の住宅投資とし

増加している

戸建てよりも

高ベースで算定

定のタイムラグ

図６ 新設住宅着

：マイナス

ス金利の効果で

宅投資(民間住

て大幅に増加し

が前年同月比+

全国が 9 月は同

も高い水準で増

ると、持ち家

4%、分譲が同+

とみられる住宅

増加していると

着工統計」 

復興も相まっ

通しとしては、

＋2.4％を予測

政策が引き起

は一巡すると考

017 年度下半期

いものの、年度

また、足下の

して計上される

「貸家」や「分

も工期が長く、

定する域内総生

グがあるためで

着工戸数（九州

ス金利で＋2

で増勢 

住宅投資)は、日

している。新設

+13.9%、10 月

同+10%、10 月

増加している(

家が同+16.0％で

+20.2%となっ

宅投資が、金利

と考えられる。

て＋2.4％ 

、全国の前年度

測する。2016 年

こしている住

考える。前年比

期には前年度比

度を通してみる

の着工件数の増

るだろう。その

分譲」は集合住

足下の住宅着

生産に反映さ

である。 

州、前年比・寄与

3

2.4%

日銀のマイナス

設住宅着工件数

には同+27.0％

月に同+13.7%で

図 6)。九州の

であるのに対し

ており、投資

利低下を背景に

 

度比▲1.8%より

年第 2 四半期よ

住宅着工の増勢

比のプラス幅は

比マイナスに転

ると件数はプラ

増勢は 2017 年

の理由は、大幅

住宅がほとんど

着工の増加が出

れるまでには

与度） 

 

ス

数

％

で

の

し

・

に

 

り

よ

勢

は

転

ラ

年

幅

ど

出

は



 

 

加えて、復

本地震による

を超えており

億円と推定さ

の推移をみる

比べて+1,400

着工は本格化

業の人手不足

ており、住宅

られる。 以上

は、着工ベー

は高いが、全

 

4．設備投

足下の投資は

 2016 年度の

て堅調な伸び

2016 年 6 月以

比+15.4%の 2

見ると 2017 年

とみられる。

 

図７ 非居住

注）3 カ月移動平均 

資料）国土交通省「

 

バブル期以来

このような

の伸び率を全

込む。 

加えて、今

興需要による

住宅被害は、

、熊本県の試

れる。しかし

と、2016 年 4

件程度にとど

化に至っていな

足によって着工

宅復興は 2017

上の状況により

スで年度下半

全国を上回って

投資：製造業

は堅調に推移

の設備投資(民間

びを予想する。

以降前年比プラ

2 ケタ増となっ

年上半期にか

 

用建築物着工床

「建築着工統計」 

来の設備不足

足下の着工ベ

全国よりも 0.1%

後は“失われ

 

押し上げ効果

全壊と半壊だ

試算によれば被

ながら、熊本

4-10 月の着工

どまっており、

いと考えられ

工・進捗が遅れ

年度に大幅に

り、2017 年度

期から前年割

推移すると見

業の設備投

移 

間企業設備投資

非居住用建築

ラスに転じ、20

っている(図 7)

けて設備投資

床面積（前年比）

足により上振

ベースでの増勢

%pt 高い、前年

た”生産能力

果も予想される

だけでも 37,50

被害額は 2 兆

県の住宅着工

件数は前年同

いまだ住宅再

れる。現場では

ている声も聞

ずれ込むもの

の九州の住宅

れに転じる可

見込んだ。 

投資増で+2.

資)は、全国に

築物着工床面積

016 年 10 月は

。出来高ベー

の上昇に寄与

 

れ含み 

勢を鑑み、設備

年度比＋2.1％

増強及び内需

。熊

00 棟

 377 

工件数

期と

再建の

建設

かれ

とみ

投資

可能性

1％ 

比べ

積は

前年

スで

与する

 

投資

と見

需の増

加に

る。

用設

来 1

前回

に 2

生産

いる

過

超と

どを

安進

よっ

ズに

れす

図

資料)

こ

ず、

しの

1

状に

ジテ

対外

的な

する

なる

ポジ

による設備投資

九州・沖縄短

設備判断 DI の

10 年ぶりに「不

回調査よりも

2 と「過剰」超

産・営業設備は

る。 

過去、九州にお

となった年には

を考慮すれば、

進行や九州にお

って、不足感が

に移るとみても

する可能性も十

８ 生産・営業用

日本銀行福岡支店

このような上振

前年度比＋2.

のリスクも同じ

つは次期米国

においてトラン

ティブな結果と

外政策の変更（

な政策）がなさ

る影響が不透明

るまい。その点

ジティブな方向

資計画の上方修

短観（12 月）の

製造業が▲1

不足」超に転

「過剰」超が縮

超で推移してい

は「不足」超幅

おいて製造業の

は、設備投資が

好材料は少な

おける復興需要

が現実の投資と

も不思議でない

十分にある。 

用設備判断 DI（

「九州・沖縄短期経済

振れが想定され

1％という慎重

じく想定される

国大統領トラン

ンプ氏の経済政

となっている。

（例えば TPP 脱

された場合の、

明な状況であ

点で言えば、トラ

向で足下の評価

修正が期待さ

の製造業におけ

となり、2006

じた(図 8)。全
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